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総説

公立小学校での英語教育の現状と課題

脇　本　聡　美

教育学部こども教育学科

要　　旨

　 年度より公立小学校で、「外国語活動」として英語教育が必修科目となった。本稿では、現在「外国語

活動」が何を目指し、どのように公立小学校で教えられているかを検証し、 諸国やアジア諸国、特に韓国

の小学校英語教育との比較から日本の英語教育の課題を論じる。小学校での英語教育をより充実したものにす

るための示唆として、現職教員が英語を教えるための研修プログラムを整備することが急務であり、さらに、

小中高大と連携したカリキュラムの枠組みの中での小学校英語の到達目標を定めた上で、英語を教えることが

できる小学校教員の養成課程を整える必要性を指摘する。

Summary
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１．はじめに

　 年度より公立小学校で、「外国語活動」とし

て英語教育が完全実施された。 諸国やアジア諸

国の初等教育への英語教育導入と比較すると、日本

の 年度からの必修化は、遅まきながらというの

が実際のところである。しかし、必修化されたといっ

ても、「外国語活動」は教科ではないため、「道徳」

や「総合的な学習の時間」と同様に数値評価はされ

ていない。世界的に早期外国語教育の必要性が高ま

る中で、日本の公立小学校で始まった英語教育の現

状と課題を把握し、より充実した教育内容にしてい

くための方向性について考察する。

２．「外国語活動」の現状

　現在、「外国語活動」は小学校５・６年生を対象

に週１時間の必修科目となっている。科目名は「英

語活動」ではなく、「外国語活動」であるが、学習

指導要領の中で、中央教育審議会の提言により、取

り扱う外国語は英語が適当とされている１）。そのた

め、小学校での「外国語活動」は実質、英語教育と

いうことになる。ここで「外国語活動」の教育目標

がいったい何であるかについて理解しておく必要が

あるだろう。文科省の「外国語活動」指導要領によ

ると、その目標は三つの柱から成り立っている。①

外国語を通じて、言語や文化について体験的に理解

を深める。②外国語を通じて、積極的にコミュニケー

ションを図ろうとする態度の育成を図る。③外国語

を通じて、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親し

ませる。以上の三つの柱を踏まえた活動を統合的に

体験することで、中・高等学校等における外国語科

の学習につながるコミュニケーション能力の素地を

作ろうとするもの、となっている２）。つまり、小学

校では、外国語教育を通じて、自分たちとは異なる

言葉や文化を持つ人たちが世界にはいることを気付

かせ、異なる言葉や文化を持つ人たちのことに興味

を持ち、理解することを体験的に学ばせるという、

国際理解教育が目的となっているのだ。コミュニケー

ション・スキルについては、コミュニケーションを

取ろうとする積極的な態度の育成が目標で、スキル

の学習については、あくまで音声が中心であり、「読

み・書き能力」の習得は目指さないという方針であ

る。結局、「外国語活動」が目指すのは、国際理解

教育と音声中心のスキル習得だと言える。

　では、誰が「外国語活動」の授業で児童に英語を

教えているのか？授業は、学級担任の教員又は、い

わゆる専科教員と言われる「外国語活動」を担当す

る教員が行うことになっており、 （

）と呼ばれる外国語指導助手と

チームティーチングで行われるケースも多い。「外

国語活動」必修化直前の 年に行われたベネッセ

による小学校教員へのアンケート調査では、「誰が

外国語（英語）活動を行っているか」という問に対

しては、学級担任 ％、 ％、専科教員 ％

（複数回答可）であったが、「実際の授業で中心となっ

て指導を行っているのは誰か」という問に対しては、

学級担任 ％、 ％、専科教員 ％の回

答であった３）。３割以上は学級担任、専科教員以外

の などが中心で授業が行われているという結

果である。しかし、４年前の調査と比べると、中心

となる指導者は、学級担任が ポイント増加、

は ポイント減少しており、必修化に向けて、

中心だった授業から学級担任主導の授業へ確

実に移行していっていることがわかる。しかし一方

で、「外国語活動」を指導することに自信があるか」

という問には、「あまり自信がない（ ％）」と「全

く自信がない（ ％）」を合わせると７割近くの

教員は、自信がないと回答している。この数字から、

現場の学級担任は自信がないと感じながらも、積極

的に「外国語活動」に取り組もうとしている前向き

な姿勢がうかがえる。実際に、見学させてもらった

地域の小学校の「外国語活動」でも、様々な小学校

の研究授業の様子からも、児童に異文化への興味を

持たせ、多様なものの見方をさせるようなアイデア

に富む「外国語活動」にしようとする学級担任は、

確実に増えていると感じる。
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３．EU諸国やアジア諸国、特に韓国の取

組み

　次に 諸国やアジア諸国の小学校英語教育の現

状を紹介する。 では、異文化理解への努力こそ

がヨーロッパの平和維持のカギとなるという信念の

もと、 （欧州共同体）であった 年から、外

国語教育の刷新を図るために始めたリングア・プロ

グラムで、外国語学習開始年齢を早期化すること、

のすべての生徒に中等学校卒業までに、母語以

外に２言語の運用能力をつけること、しかもその中

にあまり広く使われていない、あまり教えられてい

ない言語を含めることを目標としている４）。その言

語政策のもとで、 加盟 か国とそれ以外のヨー

ロッパ３カ国では、アイルランドを除くすべての国

で、外国語は初等教育から必修科目として教えられ

ている５）。多くの国では英語が第一外国語として学

ばれるが、日本語や中国語も含む 以上の外国語が

提供されている。

　アジアでも多くの国で、英語が教科としてすでに

小学校で教えられている。右の表からも明らかなよ

うに、日本の小学校英語教育はかなり遅れていると

言わざるをえない。 などの国際的なテスト

結果でも、日本はトータル （

）で、世界の

平均スコア をはるかに下回っている。それに引き

換え、 年から英語が必修教科として小学３年生

以上に導入された韓国は、トータル （

）と、世

界の平均スコアに到達している６）。韓国は、英語圏

の国による植民地支配を受けておらず、英語と全く

違った言語の形態を母語とし、単一民族国家である

ため、母語以外の言語の使用の必要性がほとんどな

いという点で、英語学習に関する歴史的・地理的条

件は日本と似ていると考えられる。しかし、韓国で

は、英語教育は導入されたが、未だ領域の扱いで教

科ではない日本より 年以上前から、小学校で英語

教育が教科として教えられている。韓国では現在、

小学校３・４年では週２回、５・６年では、週３回

の英語授業が行われている７）。西子みどりは、

のような国際テストでの韓国の躍進は、小

学校英語導入の成果であると述べている８）。韓国で

も日本の小学校と同じように、英語の専科教員では

なく、学級担任が英語を教えることとしたが、導入

時に小学校教員には 時間もの研修を課した９）。

（ ）として英

語を学ぶにあたっての歴史的・地理的条件で類似点

が多いことからも、英語教育で日本の先を行く韓国

の例をモデルの一つとして、今後の日本での小学校

英語教育の方向性を探ることは意義のあることであ

ろう。

世界の国々での小学校英語教育10）

国 英語教育の現状

シンガポール
英語は第一公用語。１年生から英語は
教科であり、母語と道徳以外の科目は
英語で教授

フィリピン
ピリピノ語と英語の２言語での教育。
英語は週に５時間

マレーシア
英語は１年生より必修科目。英語は週
８時間

ブルネイ

１～３年生は英語として、以後はマ
レー語とともにバイリンガル教育の言
語となり、数学や科学が英語で教えら
れる

インドネシア
年より都市部で４年生より週１・

２時間

タイ
年より都市部で開始。１～４年

生に週６回（ 分×６）、５・６年で
回（ 分× ）

ベトナム
年ごろから都市部の高学年で週

２時間。 年より３年生から開始

中国
年より施行、 年度より完全

実施を目指す。都市部で３年生、また
は５年生より

台湾
年より５・６年生の正課に、

年度より中学年も開始

韓国
年より３年生以上に正規必修科

目として導入

フランス
年必修科目として導入すること

を決定。 年から２年生より、週１
～２時間

ドイツ
年より必修科目として導入。１

年生から週２回（ 分×２）

イタリア
年より１年生より必修科目とし

て開始
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４．日本の小学校英語教育の課題

　それでは、日本も韓国や他の諸外国のように小学

校の低学年から教科として導入すれば、日本人の英

語運用能力が向上するのであろうか？答えはそれほ

ど単純なものではない。日本の公立小学校で、英語

教育を教科とするためには解決するべき様々な課題

がある。まずは、教員の養成が最も大きな課題であ

ろう。他にも、カリキュラムの整備、中等英語教育

との連携の問題などが挙げられる。

　多くの研究者が指摘している通り、小学生に英語

を教える教員を養成しなければ、教科となっても小

学校の英語教育が充実したものには成り得ない。現

在の「外国語活動」では、学級担任もしくは、専科

の教員が指導計画の作成や授業の実施することになっ

ている。学習指導要領でも述べられているように、

また、 の言語政策で明らかにされているように、

外国語教育の究極の目的は国際理解、異文化理解で

ある。特に全人教育が求められる小学校においては、

英語だけが堪能な教員やネイティブスピーカーが、

スキルを伝授することよりも、その目的を理解した

指導者が小学生に外国語である英語を教えることが

望ましい。また、学級担任は、児童が興味・関心を

持っている内容を把握することにも、他教科や総合

的な学習と「外国語活動」をリンクさせることにも

長けている ）。また、高橋一幸が指摘するように、

小学校低・中・高学年の発達段階を理解し、それに

応じた指導法を身につけた小学校教員免許を有する

指導者によって、「外国語活動」が教えられること

が求められるだろう ）。

　しかし、大部分の現職教員は、養成課程で英語を

指導するための科目の単位を修得してきているわけ

ではなく、そのための知識や英語コミュニケーショ

ン・スキルを持っている教員は一部だろう。前述の

通り、韓国では、教科として小学校に導入するにあ

たって、学級担任に 時間の研修を課した。一方

日本では、文部科学省は「小学校における外国語活

動の実施に当たっては、指導者に対する研修がきわ

めて重要である」としながら、各小学校で外国語活

動を推進できる教員を中核教員とし、その中核教員

に５日間（ 時間）の中核教員研修を課しただけで、

その中核教員が各学校で、校長や教頭の支援のもと、

現職の全教員に対して２年間で 時間の校内研修を

運営することとしている ）。初めての試みであるた

め、小学校「外国語活動」のような音声を中心にし

た授業を経験した教員はおらず、英語を指導する教

育を受けたこともない現職の小学校教員に、十分な

研修を提供することもなく、授業を担当させるのは、

どう考えても無理がある。担当している小学校教員

の中には、自ら学び、工夫して授業を行っている教

員もいるが、前述のように、約７割の教員が「自信

がない」と限界を感じていることも事実である。そ

の一方で、教員が積極的に外国語活動に関する研修

に参加しているとはいえない実態もベネッセの調査

で明らかとなっている。「昨年度から今年度の夏休

みにかけて、あなたは何時間くらい外国語（英語）

活動に関する校内研修を受けたか」という問に、０

時間と答えた教員が ％もおり、１時間から５時

間未満が ％で、文部科学省からは２年間で 時

間の校内研修が求められているにもかかわらず、

時間以上はわずかに ％であった。学外の研修会

に参加する頻度を問う質問については、「参加して

いない」が ％、年に１回程度が ％で半数以

上を占める。教員の研修への参加の積極性が見え難

い結果となっているが、現在「外国語活動」の授業

は５・６年生のみが対象で、５・６年生の学級担任

でなければ、研修への参加は消極的になるというこ

とも考えられる。教科化を図るためには、「外国語

活動」に関する研修は、教員の主体性に任せるので

はなく、韓国のように、全教員に対して行われるべ

きであろう。今後、英語教育が教科となり、低学年

から開始する可能性があるのであれば、現職の教員

は、研修によって小学校英語教育の指導者として必

要な知識や英語コミュニケーション・スキルを身に

つけるしかない。現職教員への研修プログラムの内

容充実は文部科学省の主導のもと、早急にクリアし

なければならない課題である。

　さらに、これからの教員を養成する大学学部教育
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の養成課程の整備も急務であろう。現在、小学校教

員養成課程では、「外国語教育」は教科でないため、

教科指導法を教える授業は必修ではない。文部科学

省は「外国語教育」指導のための科目を置くことが

望ましいとしているだけで、各大学の判断に委ねら

れている。一部では、独自の養成カリキュラムを構

築している大学もある。千葉大学教育学部では、小

学校教員養成課程異文化コミュニケーション選修に、

必修科目（４単位）として「外国語活動Ⅰ」（２）、「外

国語活動Ⅱ」（２）、４単位以上選択必修として「現

代文化論」（２）、小学校英語演習（２）、「小学校英

語実践」（２）、「メディアリテラシー教育」（２）、「異

文化とコミュニケーション」（２）、「異文化コミュ

ニケーションとジェンダー」（２）というような科

目が開講されている。大阪教育大学教育学部では、

学校教育教員養成課程英語教育専攻小学校コースに、

必修科目（ 単位）として、「小学校英語教育概論」

（２）、「小学校英語教授法Ⅰ」（２）、「小学校英語教

授法Ⅱ」（２）、「英語教育学演習Ⅰ」（２）、「英語教

育演習Ⅱ」（２）（または、「英語教育演習Ⅰ」（２）、

「英語教育学演習Ⅱ」（２））、 単位以上選択必修と

して、「英語教育と国際理解」（２）、「小学校英語教

材論」（２）、「小学校英語教育研究Ⅰ」（２）、「小学

校英語研究Ⅱ」（２）、「小学校英語教育特論」（２）、

「英語音声学Ⅰ」（２）、「英文法教育Ⅰ」（２）、「オー

ラルコミュニケーション中級Ⅰ」（２）、「ライティ

ング中級Ⅰ」（２）、「ライティング中級Ⅱ」（２）な

どが開講されている。北海道教育大学教育学部では、

教員養成課程基礎学習開発専攻英語グループに、必

修単位（６単位）として「小学校英語活動」（２）、「小

学校英語Ⅰ」（２）、「小学校英語Ⅱ」（２）が開講さ

れている ）。本学では、小学校教諭を目指す学生は、

幼稚園教諭資格、小学校教員資格に必修である「英

語コミュニケーションⅠ」（１単位）、「英語コミュ

ニケーションⅡ」（１）と小学校教員資格に必修で

ある「英語教育論」（２）の４単位が資格必修となっ

ている。

　小学校教員養成課程においては今後、「外国語活動」

を教えるための知識と英語コミュニケーション・ス

キルも持った教員を養成するために必要な科目やカ

リキュラムを各養成大学に導入することが、英語教

育の教科化のためには必須であろう。また、養成課

程のカリキュラムを構築することは、現職教員対象

の研修プログラムを整備することにもつながるため、

まずは養成課程で何を教えるべきかについて検討す

ることが急がれる。

　その他にも、教科ではない「外国語活動」での英

語教育では、「小中連携」の問題が指摘される。必

修化されるまでの移行期間から 年度までは、文

部科学省が作成した『英語ノート』、 年度から

は同『 』が教材として配布されている。

％の学級担任が『英語ノート』を授業で使用し、

％の教務主任が指導計画を作成するときに参考

にしている教材が『英語ノート』であると回答した

ベネッセのアンケートからも、『英語のノート』が「外

国語活動」の学習内容を保証する役割を果たしてい

ることが伺える。しかし、実際のところ、授業内容

は、学級担任の力量に委ねられているところが多分

にあり、研究授業として学会に発表されるような、

国際理解という目的が明確で、学級担任が適切に英

語を使用した優れた内容の授業もあれば、『英語ノー

ト』のみが中心の授業もあり、学級担任は観ている

だけで にお任せの授業もあるのが現状である。

　そして、リテラシー教育のバラつきにも問題があ

る。学習指導要領で「過度に文字を習得させること

や、簡単な定型対話文を過度に暗記させ演じさせる

ことなどを目的にしたものを活用することは、外国

語活動の目標にそぐわない」）とされているため、

一部でリテラシー教育を「外国語活動」で行うこと

は禁じられていると曲解する教員もいて、リテラシー

教育についても、担当の教員の判断に任される。こ

のように到達目標が定まっていない小学校の英語教

育の結果起こってくるのは、中学校入学時の学力の

バラつきである。さらに、小学校では英語に慣れ親

しむ授業で、楽しく英語に接してきた児童が、メタ

認知的な学習方略が必要となる中学校の英語学習が

始まった時に、「小学校英語は楽しいが中学校英語

はべつものである」と感じてしまういわゆる「中１
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ショック」を経験する ）。この壁を超えることがで

きなければ、小学校で蓄えた力を使い果たした中学

２年、３年で、授業を投げ出したり、拒否したりす

るケースが出てくることが報告されている ）。小学

校に英語教育が導入された以上、そこで習得された

ことは、中学校での英語に繋げていくことの必要性

を踏まえて、小中の学習内容を広く見渡し、それぞ

れに適切な到達目標を定め、カリキュラムを構築し

ていくことは不可欠で、小中の綿密な連携が図られ

なければ、小学校で英語教育を教科にしても、日本

人の英語コミュニケーション能力の向上には結びつ

かないだろう。最終的には、小中さらに高大も含め

た連携の枠組みを検討していくことが重要となるだ

ろう。

５．まとめと今後への示唆

　以上のように、現在の小学校「外国語活動」は、

教員養成の体制などを整える前に、見切り発信した

感が否めない。そのような現状でも「外国語活動」

を担当している現職の学級担任が、限られた時間の

中で準備し、児童の異文化理解を育むようなアイデ

アに富む授業をしているケースも少なくない。しか

し、今のままでは、小学校で学習する内容はバラつ

いたままで、小中連携も円滑に進まないだろう。そ

れでは、せっかく小学校に導入した英語教育が、頓

挫してしまう可能性もあるかもしれない。小中、そ

して高大と連携した英語教育のカリキュラムの枠組

みを検討し、最終的には自律した学習者に育てるこ

とが、グローバル化する世界を生き抜くための英語

コミュニケーション能力を持つ日本人を輩出するこ

とに繋がるだろう。その大きな枠組みの中で、小中

高大それぞれの到達目標を定め、それぞれの英語学

習カリキュラムを構築することが必要である。その

中で、小学校英語教育の目的と目標を理解し、英語

コミュニケーション・スキルも持ち、児童の発達段

階に応じた教育ができる小学校教員を養成していく

こと、また、現職の教員にも研修を提供できる体制

を整えることを、文部科学省や養成課程を持つ大学

が主体となって取り組んでいくことが望まれる。
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